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１ これまでの経緯
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評価段階 事前評価 事後評価

付議状況 平成25年度 令和８年度

意見具申 なし －

事 業 費 約40億円 約69.5億円

事業期間 平成26年度～平成29年度 平成26年度～令和元年度

今回評価

（１）評価状況



１ これまでの経緯
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（２）前回までの主な意見と対応状況

主な意見（要約） 対 応 備 考

・公共事業がもたらす便益を幅広い視点から
検討すべき。クルーズ寄港便益について
も、何らかのかたちで説明したほうが良
い。

・クルーズ寄港便益及び客船ターミナルビル
の費用を含めた費用便益分析、波及的影響
の把握を行いました。

P.12～14



馬
車
道
駅

運
河
パ
ー
ク
駅

桜
木
町
駅

２ 目的及び事業概要
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（１）目的

●震災時には、食料などの緊急物資や復旧資材
等の輸送手段として、海上輸送が極めて重要
な役割を担うこととなります。

●また、世界的なクルーズ需要の高まりを受け、
既存施設である大さん橋国際客船ターミナル
のみでは、クルーズ船の受入れに十分対応す
ることが困難な状況となっていました。

●震災時における物資輸送・防災機能の向上、
平常時におけるクルーズ船の受入機能の強化
を図るため、
新港ふ頭９号岸壁の耐震強化、延伸、増深な
どの改良を行うものです。
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２ 目的及び事業概要
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施設名称 ：新港ふ頭９号岸壁（SK9）
供用年月日：令和元年11月4日
施設規模 ：耐震強化岸壁(水深9.5m 延長340m)、泊地(水深9.5m)、航路･泊地(水深9.5m)

2020年3月撮影

耐震強化岸壁（-9.5）340m SK9

20.0m

泊地（-9.5）

航路・泊地（-9.5）

ハンマーヘッドパーク
（別事業）

新港ふ頭客船ターミナル
（別事業）

（２）事業概要

新港ふ頭客船ターミナル

（新規整備） （既設改良）



２ 目的及び事業概要
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（２）事業概要（施設概要：標準断面図）
（新規整備） ジャケット式桟橋 （既設改良）控えアンカー式矢板岸壁 

沖沖部 沖陸部 陸部

Y.P.+3.80m Y.P.+3.80m 

Y.P.-34.50m 

Y.P.-51.00m 

Y.P.+3.80m 

Y.P.-22.50m 



３ 事業効果等の確認
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（１）費用対効果の想定(算定)根拠となった要因の変化

項 目 ＼ 評価段階 事前評価 事後評価

事業期間 平成26年度～平成29年度 平成26年度～令和元年度

総事業費 約 40.0億円 69.5億円

①設計・調査等委託費 約 0.5億円 0.6億円

②建設費 約 32.5億円 57.1億円

③用地費 － －

④解体・撤去費等 約  7.0億円 11.8億円

⑤補償費 － －

⑥その他 － －

施設規模 水深9.0ｍ、延長340ｍ 水深9.5ｍ、延長340ｍ



３ 事業効果等の確認
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（１）費用対効果の想定(算定)根拠となった要因の変化：事業費の変化

項 目 ＼ 評価段階 事前評価 事後評価

総事業費 約 40.0億円 69.5億円

【理由】

 ・追加地質調査結果による構造形式の変更【約18.8億円】
海上地質調査の結果、工学的基盤面(支持層)が沖側に深く分布することが判明。
沖側の岸壁の基礎杭をY.P.-51.0mまで打設する必要が生じました。

 ・既設岸壁の補強対策の変更【約5.0億円】
詳細な構造計算の結果、当初想定の構造断面では、耐震性能の確保が困難と判明。
設計の見直しの結果、既設岸壁の一部を撤去し、新たに整備する必要が生じました。

 ・浚渫数量の減少【約-1.6億円】

・事業計画の変化に伴う撤去施設の追加【約1.0億円】

 ・工事労務単価・建設資材単価の上昇【約6.3億円】



３ 事業効果等の確認
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（１）費用対効果の想定(算定)根拠となった要因の変化：事業費の変化

（新規整備）

当初：直杭式横桟橋 最終：ジャケット式桟橋

（既設改良）

当初：抑え盛り土工法 最終：控えアンカー式矢板

想定支持層
Y.P.-19.50m

Y.P.-51.00m

実際の支持層
基礎杭打設の下端高

ア 岸壁の構造断面の変更

・新規整備岸壁の構造形式の変更等による増額：約18.8億円

・既設岸壁の補強対策の変更による増額 ：約 5.0億円 計 約23.8億円



３ 事業効果等の確認
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（１）費用対効果の想定(算定)根拠となった要因の変化：事業費の変化

【建設工事費デフレーター(H27年度基準)の推移】
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当初見積

工事期間

イ 工事労務単価・建設資材の上昇

・労務費や建設資材価格の高騰による増額：約6.3億円（建設工事費デフレーターによる推計値）

項目＼年度 単位 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 合計

建設工事費デフレータ
（港湾・漁港）

- 94.0 96.6 100.3 100.0 100.3 102.3 105.9 108.3 

※平成24年度基準 - 1.000 1.028 1.067 1.064 1.067 1.088 1.127 1.152

建設費（実績） 億円 1.5 12.0 28.8 22.3 4.9 69.5

物価上昇分の推計額 億円 0.1 0.8 2.3 2.5 0.6 6.3

【物価上昇等に伴う増額の推計値】

注１）事前評価における建設費見積は、平成24年度を基準年として算定。
２）各年度の建設費及び建設工事費デフレーターをもとに、工事期間中の物価上昇に伴う増額を

推計。
３）表中の物価上昇分の推計額は、上段建設費の内数を示す。

出所：国土交通省総合政策局「建設工事費デフレーター」をもとに作成

当初見積時から
11％程度上昇



３ 事業効果等の確認

11

（２）社会経済状況の変化

ア コロナ禍によるクルーズ需要の減少

・令和２年～令和４年にかけて、クルーズ船の寄港数が大幅に減少。

イ 上位計画・法令等（前回評価からの変化）

・国際旅客船拠点形成港湾に指定（平成29年7月26日）

・横浜港港湾計画－軽易な変更－（横浜市港湾審議会 第65回審議会 平成29年11月21日）



３ 事業効果等の確認
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（３）事業の効果の発現状況：事業効率(費用便益分析)・主たる効果

項 目 内 容 評価期間内便益・費用(億円)

事前評価(H25) 事後評価(R8)

便益 耐震強化岸壁の整備効果 震災時の緊急物資の輸送コストの削減 1.7 0.9 

(B) 震災後の輸送コストの増大回避 46.9 103.4 

施設被害の回避 3.0 9.2 

客船受入岸壁の整備効果 国際観光純収入の増加 - 62.0 

客船入港に伴う営業収益の向上 - 190.0 

総便益 51.6 365.5 

費用 建設費 34.9 112.7 

(C) 管理運営費（CIQ施設賃料、維持管理費含む） - 8.9 

総費用 34.9 121.6 

費用便益比(B/C) 1.5 3.0

注１）国土交通省港湾局の費用対効果分析マニュアル（令和６年）に基づき実施した費用便益分析の結果を示す。
２）便益および費用については、デフレータ及び社会的割引率(4％)を用いて基準年度の実質価値に換算した値を示す。
３）費用および便益の合計額は、端数処理の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



３ 事業効果等の確認
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横浜港におけるクルーズ船の寄港実績
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【新港9号岸壁供用開始】
R1.11.4

ターミナル別クルーズ船の寄港実績

大さん橋

128回

(61%)大黒ふ頭

17回

(8%)

新港ふ頭

64回
(31%)   横浜港における

クルーズ船
R7寄港実績

209回

事前評価時

（３）事業の効果の発現状況：波及的影響（効果）
※詳細は別紙「波及的影響の評価項目一覧」をご参照ください。

【抜粋】

ア 住民生活：公共サービスの向上
 横浜港におけるクルーズ船の寄港回数の増加に寄与しています。



３ 事業効果等の確認
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クルーズ船の見送りイベントの様子

横浜港客船フォトコンテスト2024 横浜市港湾局長賞＜就航の日＞

（３）事業の効果の発現状況：波及的影響（効果）
※詳細は別紙「波及的影響の評価項目一覧」をご参照ください。

【抜粋】

ア 住民生活：生活機会の拡大
 中心市街地におけるクルーズ船の寄港によりクルージングの魅力と機会が拡大。
 景観向上を通じて来訪促進、地域の賑わいや観光地としての魅力向上に寄与しています。

横浜港におけるイベント開催の様子

横浜港客船フォトコンテスト2020 横浜市港湾局長賞＜横浜港に咲く華＞



３ 事業効果等の確認
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（３）事業の効果の発現状況：波及的影響（効果）
※詳細は別紙「波及的影響の評価項目一覧」をご参照ください。

イ 安全・安心：防災拠点機能の拡充等
 大規模災害時においても緊急物資及び一般貨物の海上輸送が確保されることで、
 地域住民の生活維持及び物流停滞の回避を通じて、社会・経済活動の継続に寄与します。

【抜粋】

耐震強化岸壁における支援物資輸送の状況

出所：国土交通省ウェブサイト

（令和６年能登半島地震時における七尾港）

地域の社会・経済活動を支える横浜港（全景）
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（３）事業の効果の発現状況：波及的影響（効果）

ウ 環境：自然環境
 ジャケット式桟橋の採用や汚濁防止膜の設置等により周辺海域への環境負荷低減に配慮
 するとともに、浚渫土砂の有効活用を図っています。

【抜粋】
※詳細は別紙「波及的影響の評価項目一覧」をご参照ください。



４ 対応方針(案)
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（１）今後の事業評価の必要性

本評価において、当初想定した事業効果の発現が確認できていることから、本事業につ
いては再度事後評価を実施する必要はないと考えます。

（２）改善措置の必要性

本事業の目的である｢震災時における物資輸送・防災機能の向上」及び｢クルーズ船の受
入機能の強化」について、所定の効果が発現していることが確認されているため、改善措
置を講じる必要は認められません。



５ 今後に向けた検討項目・改善点
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（１）同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直し等の必要性

事業費や事業期間が当初計画から大幅に変更となったことを踏まえ、今後の同種事業に
生かすため、以下の方策を講じてまいります。

 ・事業費及び事業期間の不確実性を低減するため、事前調査の充実を図ります。

 ・事業計画段階で不確実性の高い要素（リスク要因）の洗い出しを行い、必要に応じて
リスクを考慮した費用や工事工程を計画に組み込みます。

 ・建設工事費については、労務単価・資材単価の伸び率などを反映し、将来的な価格変
動リスクを考慮して設定します。

 ・工事着手時など事業費を確認できる節目で、事業費の精査を実施し、事業費の増額等
が見込まれる場合は、再評価を前倒して実施します。
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  (様式５) 
公共事業事後評価調書（案） 

 

番    号 【港湾－２】 事業担当局課 港湾局建設第一課 

事 業 名 新港ふ頭９号岸壁改修事業 完了年度 令和元年度 

施工場所 横浜市中区新港２丁目５番１号 経過年数 ８年※ 

目的及び 
事業概要 

目的 
震災時には、食料などの緊急物資や復旧資材等の輸送手段として、海上輸送

が極めて重要な役割を担うこととなります。 
また、世界的なクルーズ需要の高まりを受け、既存施設である大さん橋国際

客船ターミナルのみでは、クルーズ船の受入れに十分対応することが困難な状
況となっていました。 
本事業は、震災時における物資輸送及び防災機能の向上、並びに平常時にお

けるクルーズ船受入機能の強化を図るため、新港ふ頭 9 号岸壁の耐震強化、延
伸、増深などの改良を行うものです。 

事業概要 
（１）施設概要 

施設名称：新港ふ頭９号岸壁（令和元年 11 月４日供用開始）  
（２）位置図 

 
（３）施設規模 

耐震強化岸壁（水深 9.5ｍ、延長 340ｍ） 
泊地（水深 9.5ｍ）、航路・泊地（水深 9.5ｍ） 

事業期間 
平成 26 年度～令和元年度 

総事業費 
約 69.5 億円 

※令和６年度に事後評価を実施予定でしたが、コロナ禍により事業効果の確認が困難であったことから、 
評価時期を延期しています 

新港ふ頭９号岸壁 
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費用対効果の想定（算定）根拠となった要因の変化 
（１）事業期間の変化 

事前評価後に実施した海上地質調査の結果、工学的基盤面(支持層)の分布
状況や土質条件が、当初想定と異なることが判明したため、構造断面の見直
しを行いました。 
構造断面の見直しに伴い工事内容が変更となった結果、工事の完了までに

時間を要することとなりました。 
評価段階 事前評価 

（平成 25 年度） 
事後評価 

（令和８年度） 
事業期間 平成26年度～平成29年度 平成 26 年度～令和元年度  

（２）事業費の変化 
１）事業費の変化 

事業期間の変化で記載のとおり、構造断面の見直しに伴い工事内容が変更
となったことなどから、建設費が増加しました。 

総事業費 事前評価 
（平成 25 年度） 

事後評価 
（令和８年度） 

事業期間 H26～H29 H26～R1 

総
事
業
費 

合      計 
約 40.0 億円 69.5 億円 

     市： － 市： 11.5 億円 
     国： － 国： 58.0 億円 

内    

訳 

①設計･調査等委託費 約  0.5 億円  0.6 億円 
②建設費 約 32.5 億円 57.1 億円 
③用地費 － － 
④解体・撤去等費 約  7.0 億円 11.8 億円 
⑤補償費 － － 
⑥その他  － －   

２）事業費の変更理由 
項  目 主な理由 内  訳 備 考 

設計等 
精度・条件 

既設岸壁の補強対策の変更※ 
浚渫数量の減少※ 
事業計画の変化に伴う撤去施設の追加※ 

約 5.0 
約-1.6 
約 1.0 

億円 
億円 
億円 

②+④ 
② 
④ 

調査 追加地質調査結果による構造形式の変更※ 約 18.8 億円 ①+② 
物価上昇等 ・工事労務単価、建設資材の上昇 約 6.3 億円 ②+④ 

合    計 約 29.5 億円  
①設計・調査委託等費：約 0.1 億円増、②建設費：約 24.6 億円増、 
④解体・撤去等費：約 4.8 億円増 
注１）物価上昇額は、建設工事費デフレータからの推計値（港湾･漁港：平成 24 年 

    →平成 27 年～令和元年平均） 
２）※の付された項目に関する主な理由は、別紙３参照。   
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（３）事業計画の変化 
横浜港が、平成 29 年 7 月に｢国際旅客船拠点形成港湾｣に指定されたこと

を受け、大型化する外航クルーズ船の発着拠点として対応するため、水深を
変更しました。 
また、対象船型の大型化に伴い、既存施設撤去が新たに必要となりました。 

評価段階 事前評価 
（平成 25 年度） 

事後評価 
（令和８年度） 

施設規模 水深 9.0ｍ、延長 340ｍ 水深 9.5ｍ、延長 340ｍ 
（対象船型） 総トン数： 

    全長： 
    喫水： 

70,000 
280.0 

8.1 

GT級 
m 
m 

総トン数： 
    全長： 
    喫水： 

110,000 
290.0 

8.5 

GT級 
m 
m   

（４）費用対効果を向上させた取組 
土層の分布状況に応じて工区を分割し、各工区における土質条件に最適な構

造断面とすることで、事業費を縮減（約 5.3 億円）しました。 

社会経済状況の変化 
（１）コロナ禍によるクルーズ需要の減少 

コロナ禍でクルーズ船の寄港が大幅に減少しましたが、令和 5 年 3 月に
外航クルーズ船の受入再開が本格化し、令和 7 年にはコロナ禍前の水準を
上回る寄港数となりました。 

 
（２）上位計画・法令等（前回評価からの変化） 

｢国際旅客船拠点形成港湾｣に指定されたことなどに伴い、施設規模（水深）
の変更を含む横浜港港湾計画の軽易な変更（横浜市港湾審議会 第 65 回審
議会 平成 29 年 11 月 21 日）を行いました。 

 
  

横浜港におけるクルーズ船の寄港実績

110 105 103 110 114 119
98 88 87
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【新港9号岸壁供用開始】
R1.11.4
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事業の効果の発現状況 
（１）事業効率（費用便益分析） 

国土交通省港湾局の港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル（令和６
年）に基づき実施した費用便益分析の結果は次のとおりです。 

項    目 評価期間内の便益 
及び費用（億円） 

 事前評価 事後評価 
便益 
(B) 

耐震強化岸壁の 
整備効果 

震災時の緊急物資の輸送コスト 
の削減 

  1.7   0.9 

震災後の輸送コストの増大回避 46.9 103.4 
施設被害の回避  3.0   9.2 

岸壁の整備効果 外航クルーズ客船入港による 
国際観光純収入の増加 

-  62.0 

外航クルーズ客船入港に伴う 
営業収益の向上 

- 190.0 

総便益  51.6 365.5 
費用 
(C) 

建設費  34.9 112.7 
管理運営費  -   8.9 
総費用  34.9 121.6 
純現在価値 NPV(B-C) 16.7 243.9 
費用便益比 CBR(B/C)  1.5   3.0 

経済的内部収益率 EIRR      7％     14％ 
注１）便益および費用については、デフレータ及び社会的割引率(4％)を用いて基 

    準年度の実質価値に換算した値を示す。 
  ２）費用および便益の合計額は、端数処理の関係で内訳の合計と一致しないこ 

    とがある。   
（２）主たる効果 
１）震災時における物資輸送機能及び防災機能の向上 

本事業により、地震等の大規模災害時においても、緊急支援物資の安定的
な輸送や一般貨物の海上輸送が可能となり、物資輸送機能及び防災機能が向
上しました。 

２）クルーズ船受入機能の強化 
本事業により、国内有数のクルーズ拠点港として施設整備が進められたこ

とで、クルーズ船の寄港増加への対応が可能となり、クルーズ船受入機能が
強化されました。  

（３）波及的影響（効果） 
１）住民生活 
①公共サービスの向上（↑） 
・横浜港におけるクルーズ船の寄港回数の増加に寄与しています。  
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②生活機会の拡大（↑） 
・みなとみらい中心部においてクルーズ船の寄港が可能となり、市民や横浜
港でのクルーズ船一時上陸者にとって､クルージングの魅力が向上し､その
結果クルージング機会の増加に寄与しています。 

・クルーズ船の寄港による横浜港の景観向上は、市民や観光客の来訪を促進
し、地域の賑わいと観光地としての魅力向上に寄与しています。（前回評価
から変更：追加）  

２）地域経済 
①生産性の拡大（↑） 
・クルーズ船の寄港に伴う観光消費の拡大に寄与しています。 
・災害時の物資輸送機能の確保等により、物流停滞の回避を通じて地域経済
における生産性低下の抑制が期待されます。  

②雇用の増加（↑） 
・クルーズ船の寄港に伴う観光消費の拡大や船用品（給油、給水、食材、ア
メニティ等）の需要の増加により、関連産業における生産の拡大及び雇用
の誘発が期待されます。（前回評価から変更：追加）  

３）安全・安心 
①自然災害に対する減災・防災への寄与（↑） 
・地震等の大規模災害時においても、安定的な物資輸送が可能となり、横浜
港における物資輸送機能・防災機能の向上に寄与しています。  

②防災拠点機能の拡充等（↑） 
・地震等の大規模災害時においても、緊急支援物資の安定的な輸送が可能と
なり、地域住民の生活維持が図られ、地域の安全・安心の確保が期待され
ます。 

・地震等の大規模災害時においても一般貨物の海上輸送が可能となり、横浜
港と首都圏各地を結ぶ物流の停滞回避が図られ、地域の企業が事業を継続
し、社会・経済活動を維持することが期待されます。  

４）環境 
①生活環境（→） 
・生活環境は事業前と同等な状況です。 
・建設工事中は、排出ガス対策型や低騒音対策型の工事機械を利用し、周辺
への大気汚染及び騒音対策を実施しています。  

②自然環境（→） 
・自然環境は事業前と同等な状況です。詳細は、後述「２．（２）周辺の自然
環境に及ぼした影響」のとおりです。 
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③地球環境（↑） 
・震災時の緊急物資輸送における自動車の陸上輸送距離の短縮に伴って、排
出ガスが減少します。  

④ 景観等への寄与（↑） 
・大さん橋、新港ふ頭、大黒ふ頭の各バースに大型のクルーズ船が並び、都
市と海が調和する横浜らしさを象徴する景観を形成しています。（前回評価
から変更：追加）  

５）地域社会 
①地域資源の活用（↑） 
・新港地区における歴史的資産（赤レンガ倉庫等）や商業施設と連携したイ
ベント開催など地域資源の有効活用を通じて、地域の賑わい創出に寄与し
ています。 

②地域文化の振興など（↑） 
・クルーズ船寄港により来訪する旅客や観光客に対し、港の街並み景観や食
文化等の横浜の文化の発信機会の創出に寄与しています。（前回評価から変
更：追加）  

６）その他 
① 事業の持続性（↑） 
・老朽化した既設岸壁の改良により、施設の耐用年数が延長されました。（前
回評価から変更：追加） 

・既設岸壁の耐震改良により、地震等の大規模災害時においても利用可能な
施設となりました。（前回評価から変更：追加）  
事業実施による環境の変化 

（１）周辺の生活環境に及ぼした影響 
以下に示す環境に配慮する取り組みを行った結果、本事業の実施により周

辺の生活環境に及ぼす大きな影響は発生していません。  
（２）周辺の自然環境に及ぼした影響 

以下に示す環境に配慮する取り組みを行った結果、本事業の実施により周
辺の自然環境に及ぼす大きな影響は発生していません。 
・既設岸壁の延伸分については、ジャケット式桟橋とすることで、潮流や生
物生息空間への影響が最小限となるよう努めました。 

・工事中は、周辺海域への影響を考慮した上で水質汚濁防止対策として、汚
濁防止膜を設置しました。 

・浚渫により発生した土砂については、処分量の低減及び資源の有効活用の
観点から、南本牧ふ頭の埋立用材として活用し、有効利用を図りました。 
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その他 
（事前評価か
らの主な意見
に対する対

応） 

（１）事前評価 
・平成 25 年度第３回横浜市公共事業評価委員会にて審議 
→意見具申なし、市民意見０件 

・委員会で出された要望や改善事項等： 
公共事業がもたらす便益を幅広い視点から検討すべき。 
クルーズ寄港便益についても、何らかのかたちで説明したほうが良い。 

・対応状況：クルーズ寄港便益を含めた費用便益分析及び波及的影響（効果）
の把握を行いました。 

・参照 URL：https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/zaisei/fmsuishin/ 
jigyohyoka/h25/h25-3omotegami.html 

 

対応方針 
(案) 

（１）今後の事業評価の必要性 
本事業は、既存施設の改良（耐震強化・延伸・増深）を通じて、災害時にお

ける港湾施設としての防災機能の強化を図るとともに、クルーズ船の寄港増加
に対応し、横浜港全体のクルーズ受入機能の向上を目的とするものです。 
本評価において、当初想定した事業効果の発現が確認できていることから、

本事業については再度事後評価を実施する必要はないと考えます。  
（２）改善措置の必要性 

事業計画や事業費の変化等はありましたが、岸壁の耐震性確保及びクルーズ
船の寄港に伴う地域の賑わいと観光地としての魅力向上など、所定の効果の発
現が確認されていることから、改善措置を講じる必要は認められません。 
今後、同様な事業を進める際も、着実な業務遂行に努めます。 
 

今後に向け 
た検討項目・ 

改善点 

（１）同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直し等の必要性 
現時点では、同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直し等の必

要性はみられません。 
当初想定していた以上に事業費が増加しているため、今後同種事業を進める

際には、今回の経験を活かして、以下の方策を講じます。 
・事業費及び事業期間の不確実性を低減するため、事前調査の充実を図りま
す。 

・事業計画段階で不確実性の高い要素（リスク要因）の洗い出しを行い、必
要に応じてリスクを考慮した費用や工事工程を計画に組み込みます。 

・建設工事費については、労務単価・資材単価の伸び率などを反映し、将来
的な価格変動リスクを考慮して設定します。 

・工事着手時など事業費を確認できる節目で、事業費の精査を実施し、事業
費の増額等が見込まれる場合は、再評価を前倒して実施します。 

  

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/zaisei/fmsuishin/jigyohyoka/h25/h25-3omotegami.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/zaisei/fmsuishin/jigyohyoka/h25/h25-3omotegami.html
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添付資料 

・別紙１：位置図 
・別紙２：完成写真 
・別紙３：事業費の変更理由 
・別紙４：波及的影響の評価項目一覧 
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位置図 
 

 
 
  

新港ふ頭９号岸壁 

01102035
テキストボックス
別紙１



2 

完成写真 
 

 
 

  

01102035
テキストボックス
別紙２
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事業費の変更理由 
 

 
 

 

岸壁（-7.5）220m SK9

68.90m

先端橋脚式桟橋

163.95m

橋脚ケーソン式横桟橋 45.50m

スロープ直杭式
横桟橋

先端直杭式桟橋

68.90m

14.5m

20.0m

20.0m

航路・泊地（-9.5）1.0ha

泊地（-9.5）1.0ha

90.00m (沖沖部) 82.50m(沖陸部)

172.50m

ジャケット式桟橋

167.50m

控えアンカー式矢板岸壁

岸壁（-9.5）340m SK9

事業計画の変化に伴う撤去施設の追加 
対象船型の大型化により、既設さん橋（スロー

プ直杭式横桟橋）の撤去が必要となりました。 

浚渫数量の減少 
深浅測量を実施した結果、当初想定よりも

現地盤面の深い範囲が広かったため、浚渫

数量が減少しました。 

既設岸壁の補強対策の変更 
詳細な構造計算の結果、当初想定の構造断面

では、耐震性能の確保が困難と判明しました。 

設計の見直しの結果、既設岸壁の一部を撤去

し、新たに整備する必要が生じました。 

追加地質調査結果による構造形式の変更 
海上地質調査の結果、工学的基盤面(支持層)が

沖側に深く分布することが判明しました。 

沖側の岸壁の基礎杭を Y.P.-51.0m まで打設す

る必要が生じました。 

整備前の状況（平成 28 年/2016年 3 月撮影） 

整備後の状況（令和 2年/2020年 3 月撮影） 

01102035
テキストボックス
別紙３



【港湾事業の波及的影響の評価項目一覧】

 事業名：新港ふ頭９号岸壁改修事業　　　【事後評価】

中項目 小項目 細目 評価項目 評　　　　価

事業標準 本事業 前回評価時点 事業完了後 前回からの変更 本事業での対応

クルーズ船受入機能の強化 主 主 ↑ 【向上・改善】 ↑ 【向上・改善】 無し
・横浜港におけるクルーズ船の寄港回数の増加に
　寄与。

クルージング機会の増加 〇 〇 ↑ 【向上・改善】 ↑ 【向上・改善】 無し

・クルーズ船の寄港が可能となることで、市民等
　にとって、クルージングの魅力が向上した結果
　クルージング機会が増加。

観光地としての魅力向上 〇 〇 ー ー ↑ 【向上・改善】 有り
・寄港するクルーズ船による景観性の向上や、賑
　わいの創出に伴い、観光地としての魅力が向上

－ 〇 － ー ー ー ー － －

生産性の拡大・低下抑制 〇 〇 ↑ 【向上・改善】 ↑ 【向上・改善】 無し

・クルーズ船寄港に伴う観光消費の拡大に寄与。
・災害時の物流確保により、地域経済の生産性低
　下の抑制が期待される。

雇用創出 ー 〇 ー ー ↑ 【向上・改善】 有り
・クルーズ船寄港に伴う需要の増加により、関連
　産業における雇用の誘発が期待される。

震災時における
物資輸送機能及び防災力の向上

▲ 主 ↑ 【向上・改善】 ↑ 【向上・改善】 無し
・耐震強化岸壁の整備により、横浜港における物
　資輸送機能・防災機能が向上。

－ － － ー ー ー ー － －

震災時における被害への不安軽減 ▲ 〇 ↑ 【向上・改善】 ↑ 【向上・改善】 無し
・特に港湾直背後圏住民にとって、大量で安定的
　な緊急物資の供給ルートが提供される。

震災後の事業活動への不安軽減 ▲ 〇 ↑ 【向上・改善】 ↑ 【向上・改善】 無し
・特に港湾直背後圏立地企業にとって、物流が維
　持され、事業活動が継続できる。

地域住民の生活の維持 ▲ 〇 ↑ 【向上・改善】 ↑ 【向上・改善】 無し
・特に港湾直背後圏住民にとって、大量で安定的
　な緊急物資の供給ルートが提供される。

大気汚染・騒音の軽減 〇 〇 → 【現状と同等】 → 【現状と同等】 無し
・建設工事中は、排出ガス対策型や低騒音対策型
　の工事機械を採用。

土壌・水環境保全 〇 〇 → 【現状と同等】 → 【現状と同等】 無し

・ジャケット式桟橋の採用。
・工事中における水質汚濁防止対策の実施。
・浚渫土砂の有効利用（埋立用材）。

その他CO2削減等 〇 〇 ↑ 【向上・改善】 ↑ 【向上・改善】 無し
・震災時の緊急物資輸送における自動車の陸上輸
　送距離の短縮に伴って、排出ガスが減少。

良好な景観の形成 － 〇 ー ー ↑ 【向上・改善】 有り
・大型のクルーズ船が並び、都市と海が調和する
　横浜らしさを象徴する景観を形成。

新港地区を中心とした賑わい創出 ー 〇 ↑ 【向上・改善】 ↑ 【向上・改善】 無し
・赤レンガ倉庫等の歴史的資産を活用したイベン
　ト開催により、地域の賑わいを創出、

－ ー － ー ー ー ー － －

－ ー － ー ー ー ー － －

地域文化の情報発信・振興 ー 〇 ー ー ↑ 【向上・改善】 有り
・訪日クルーズ旅客や観光客等への横浜の文化の
　情報発信機会の創出に寄与。

港湾活動の継続性 ー 〇 ー ー ↑ 【向上・改善】 有り
・既存岸壁の耐用年数が延長。
・地震等の大規模災害時においても利用可能。

－ ー － ー ー ー ー － －

－ － － ー ー ー ー － －

自然環境

地球環境

景観等への寄与

住民生活

公共サービスの向上

生活機会の拡大

快適性への寄与

地域経済

生産性の拡大

雇用の増加

安全・安心

自然災害に対する
減災・防災への寄与

事故災害の減少

防災拠点機能の拡充等

環境

生活環境

教育・人材育成等その他

事業の持続性

その他

地域社会

地域資源の活用

地域社会の安定化

福祉・コミュニティ

地域文化の振興など

主：事業の主効果 〇：波及的影響で評価する項目

▲：必要に応じ評価 ー：本事業では評価対象外 赤字：前回評価からの変更箇所
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